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〈日本陸水学会会則〉

第１章 総 則

第１条（名称）

  本会は日本陸水学会（The Japanese Society of Limnology）

という。

第２条（目的）

  本会は陸水学（湖沼，河川，温泉等内陸にある水域

に関する学術）の進歩，普及ならびに応用を図るの

を目的とする。

第３条（事業）

  前条の目的を果たすために，本会は，次の事業を行

う。

  一 大会および総会（年１回）ならびに例会の開催。

  二 会誌の発行。

  三 内外の陸水学に関係ある諸学会，諸機関との連

携。

  四 その他必要な企画。

第２章 会 員

第４条（会員）

  本会会員は正会員，名誉会員，団体会員，和文誌講

読団体会員，賛助会員，英文誌講読会員の６種類と

する。ただし，正会員は，一般会員と学生会員とか

らなり，本会の目的，趣旨に賛同する内外の個人と

する。名誉会員は本会に多大な貢献をした正会員の

中から総会で決定される。団体会員，和文誌講読団

体会員は，本会の目的，趣旨に賛同する内外の団体

とする。賛助会員は，本会の目的，趣旨に賛同し，

これを賛助する内外の個人または，団体とする。英

文誌講読会員は，本会の目的，趣旨に賛同する外国

在住の個人に限る。

第５条（権利）

  正会員と名誉会員は，次の権利を有する。

  一 本会が発行する会誌等に投稿し，また配布を受

けること。

  二 本会の主催する研究発表会，講演会などに出席

し，意見を述べること。

  三 本会の事業・運営に関し，総会に出席して意見

を述べ，議決に参加すること。

  四 本会の役員を選出し，または役員に選任される

こと。ただし名誉会員と学生会員に被選挙権は

ない。

  五 本会の諸顕彰事業の対象者となること。

第６条（入会）

  本会に入会を希望するものは，所定の用紙に必要事

項を記入の上，学会指定の連絡先に提出しなければ

ならない。ただし，第７条による退会や除籍に際し

て滞納金があるものは，該当する滞納金を支払わな

ければ入会することができない。

第７条（退会）

  本会より退会を希望するものは，第６条で示した連

絡先に所定の用紙により申し出なければならない。

申し出の年度終了をもって会員としての権利を失

う。未納の年会費がある場合は，退会届を提出する

とともに速やかに納入するものとする。また，会費

滞納，その他により評議員会の議決により除籍され

ることがある。ただし，学生会員についてその資格

は原則として単年度ごととし，会員として継続する

ための所定の手続きを行わないものは，自動退会し

たものとみなされる。

第８条（会費）

  会費は前納するものとする。なお，会費を滞納した

会員には会誌の発送を中止する。

第３章 役 員

第９条（役員・幹事等）

  本会に次の役員をおく。

  一 会   長 ：１名

  二 評 議 員 ：若干名

  三 幹 事 長 ：１名

  四 編集委員長 ：２名

  五 幹   事 ：若干名

  六 会 計 監 査：２名

第 10条（会長）

  会長は本会を代表し，会務を統率する。会長は正会

員の単記無記名による直接投票により一般会員から

選出される。その任期は２年とし，２期までの再任

は認める。

第 11条（評議員）

  評議員は会長とともに会の運営事項について審議す

る。評議員は一般会員から選出された，全国委員と

地区委員から構成する。任期は２年とし，連続２期

までの再任は認める。選挙方法は別に定めるところ

による。

第 12条（選挙）

  投票に際しては，第 10条，第 11条を独立して取扱

い，被選挙者の重複を妨げない。
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第 13条（幹事長）

  幹事長は会長を補佐して会の運営を行う。幹事長は

評議員会の議決を経て，会長が委嘱する。任期は２

年とし，再任を妨げない。

第 14条（編集委員長）

  和文誌・英文誌編集委員長は各会誌編集の責任をも

つ。編集委員長は評議員会に諮ったうえ，会長が委

嘱する。任期は２年とし，再任を妨げない。

第 15条（幹事）

  幹事は会の運営に関し，会長，幹事長，編集委員長

を補佐する。幹事の任務は，これを庶務・会計・広

報・環境・国際・学術・編集（和文誌・英文誌）を

分掌する。幹事は会長が評議員会に諮ったうえ，委

嘱する。幹事会には，上記以外に運営上必要な委員

をおくことができ，委員は評議員会に諮ったうえ会

長が委嘱する。任期は２年とし，再任を妨げない。

第 16条（会計監査）

  会計監査は評議員会が選出する。任期は２年とする。

第 17条（役員の改選）

  役員改選は９月に行い，その任期は翌年の１月から

とする。

第４章 機 関

第 18条（総会）

  総会は最高議決機関である。総会は，毎年１回会長

の召集によって開く。また評議員会が必要と認め，

また正会員の三分の一以上から請求があったときに

は，会長が臨時に総会を召集しなければならない。

第 19条（評議員会）

  評議員会は，会長がこれを召集し，議長となる。評

議員会は，緊急事項が生じた場合，総会に代ってこ

れを審議し決定することができる。ただし，その場

合には次回の総会で承認を得なければならない。ま

た評議員の三分の一以上の請求があったときには，

会長は臨時に評議員会を召集しなければならない。

第５章 編 集

第 20条（編集委員）

  会誌の発行のために，和文誌編集委員会と英文誌編

集委員会を設け，各委員会に編集委員若干名をおく。

和文誌・英文誌編集委員は各編集委員長の提案によ

り，評議員会の了承を経て会長が委嘱する。原則と

して，任期は２年とし，再任を妨げない。

第 21条（編集委員会）

  和文誌・英文誌編集委員会の運営については，別途

定める各編集委員会細則によるものとする。

第６章 専門委員会

第 22条（専門委員会）

  本会には必要に応じて，評議員会の議を経て，各種

の専門委員会を置くことが出来る。専門委員は評議

員会に諮った上で会長が委嘱する。委員の人数，任

期，運営等は評議員会で了承された当該委員会の内

規によって定める。

第７章 会 計

第 23条（経費）

  本会の経費は，会費，その他の収入をもってこれに

充てる。

第 24条（会計年度）

  本会の会計年度は，１月１日に始まり，同年１２月

31日をもって終わるものとする。

第 25条（決算・予算）

  各年度の収支決算は，各年度の終了後、会計監査を

受ける。決算報告および予算案は総会で承認された

上，会誌に掲載する。会計監査については別に定め

る。

第８章 表 彰

第２６条（表彰）

  本会に日本陸水学会論文賞・日本陸水学会吉村賞・

優秀ポスター賞・国際交流奨励賞を設ける。これら

の賞の選考は各賞ごとに設ける選考委員会が行い，

会長が決定する。選考委員は評議員会に諮った上で

会長が委嘱する。委員会の構成，任期，運営等は評

議員会で了承された当該委員会の内規によって定め

る。

第９章 会則変更

第 27条（会則の変更）

  会則変更は，総会において出席会員の三分の二以上

の同意を得なければならない。

付 則

１ 第 11条に定めた選挙は，全国から８名の全国委

員，各地区（北海道，東北，関東，中部，近畿，中
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国，四国，九州）から１名ずつの地区委員の計１６

名の評議員を，各地区の正会員の無記名投票で選ぶ。

２ 学会活動の活性化のため，研究会などの活動を行う

支部会を設けることができる。

３ 従来の終身会員は，引き続きその権利を保有する。

４ 入会費および年会費を次のように定める。なお，名

誉会員に対しては会費を免除する。

入会費 1,000円

年会費
正会員

一般会員 10,000円

学生会員 5,000円

和文誌講読団体会員 15,000円

英文誌講読会員 5,000円

団 体 会 員 20,000円

賛 助 会 員 1口 50,000円

５ 和文誌のバックナンバーは，１冊税込み 5,000円（送

料別）で販売し，定期購入は年間３冊税込み 15,000

円（送料込み）で販売する。英文誌に関しては，別

途定める。

６ 自動退会したとみなされた学生会員も，退会後１年

以内に所定の手続きを行うことにより学生会員また

は一般会員として学会に復帰できる。

７ 本会則は 2011年 9月 24日より施行する。第 24条

に関しては，2013年 1月 1日より施行する。

〈会長および評議員選挙施行細則〉

第１条

  本会則は会則第 10条および第 11条に定められた会

長および評議員の選出に関する手続きである。

第２条

  選挙の施行に関する事務は選挙管理委員が管理す

る。選挙管理委員会は若干名の選挙管理委員で構成

し，事務局所在地区の会員の中から地区選出の評議

員が推薦し，評議員会の承認を経て選出する。その

任期は２年とする。

第３条

  選挙は会員の無記名投票による。

 2 投票は，会則第 17条にしたがって，選挙管理委員

会が定めた期日中に日本陸水学会ホームページ上で

所定の手続きにより電子投票するか，所定の投票用

紙を用いて期日までに到着するよう郵送し紙投票す

るか，いずれか一方の方法によらなければならない。

 3 電子投票の場合は，会長投票フォームに１名を，ま

た，評議員投票フォームには，全国から選出される

全国委員については４名を，さらに所属地区から選

出される地区委員については投票者の所属地区の１

名を入力し送信する。紙投票の場合は，会長選挙用

紙に１名を，また，評議員選挙用紙には，全国から

選出される全国委員については４名を，さらに所属

地区から選出される地区委員については投票者の所

属地区の１名を記入する。

第４条

  投票用紙に定足数を超えて記入した場合は，その

投票用紙を，また同じ候補者が重複記入されている

場合は重複した分の投票を無効とする。同じ投票者

が電子投票および紙投票の両方により投票した場合

はその紙投票を無効とする。電子投票システムの不

具合やその他の問題が発生した際における投票の有

効・無効の決定に関しては，選挙管理委員会および

幹事長と庶務幹事の審議により行う。

第５条

  開票は選挙管理委員会が幹事長，庶務幹事，会計幹

事の立ち合いのもとで行う。

第６条

  第３条の選挙で，会長は有効最多票を得たものを当

選者とする。全国委員と地区委員は，おのおの有効

得票順に上位から所定数を当選者とする。同一人が

全国委員と地区委員の両方に当選した場合，その者

は全国委員となり，地区委員には次点者を順次繰り

上げる。末位に同得票の者があるときは，ⅰ）上位

に同一機関の当選者がいない者，ⅱ）２期連続しな

い者，ⅲ）年少の者，の順序で当選者とする。

第７条

  評議員の欠員が生じた場合は，次点者を繰り上げ当

選者とし，その任期は前任者の残任期間とする。

 2 評議員の欠員とは，退会，死亡，所属地区の変更お

よび本人から会長宛で辞任申し出があり，評議員会

で承認された場合とする。

 3 評議員が幹事長に選出された場合は，同地区の次点

者を繰り上げ当選者とする。
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〈和文誌編集委員会細則〉

第１条（趣旨）

  本細則は，日本陸水学会会則（以下「会則」という）

第３条および第２１条に基づき，和文誌の編集に関

して必要な事項を定める。

第２条（陸水学雑誌）

  日本陸水学会の和文誌は，「陸水学雑誌」（英文名：

Japanese Journal of Limnology）と称し，広く陸水学

に関する報文，雑報，学会の連絡記事，その他を掲

載する。

 2 「陸水学雑誌」の発行回数は年３回とする。

 3 前項に定めるもののほか，必要に応じて特別号を発

行することができる。

第３条（編集委員会）

  和文誌編集のために編集委員長，編集幹事，編集委

員からなる和文誌編集委員会をおく。

 2 編集委員長の指名により，副委員長と若干の編集顧

問をおくことができる。

第４条（委員の任命）

  編集委員長および編集幹事の任命と任期について

は，会則第 14条および第 15条に定めるところによ

る。

 2 編集委員の任命と任期については，会則第 20条の

定めるところによる。

 3 編集委員長は，以下の場合に臨時の編集委員を任命

することができる。臨時編集委員の任命については，

前項によらないものとする。

  一 編集委員では，投稿論文の分野に対応する専門

性が保証できないと判断されるとき。

  二 別冊特別号および特集の編集等において特定分

野の論文が集中し，編集委員だけでは作業が円

滑に行えないと判断されたとき。

第５条（編集委員長の任務）

  編集委員長は，次の業務を行う。

  一 編集委員会の招集。

  二 評議員会および総会での編集活動報告。

  三 投稿原稿の受付に関する手続き。

  四 投稿原稿を校閲するための担当編集委員の指名。

  五 投稿原稿の校閲状況に関する進行管理。

  六 担当編集委員からの校閲結果に基づく掲載可否

の最終判断。

  七 特集など企画の実施についての判断。

  八 和文誌掲載記事の転載に関する許諾。

  九 その他編集に関する事項。

第６条（編集幹事の任務）

  編集幹事は，学会との連絡および編集業務を担当す

る。

 2 編集業務には，掲載済み論文の電子公開の作業，な

らびに関連する版権処理の作業を含む。ただし，業

務量過多により達成が困難な場合には，編集委員の

一人が当該業務を代行できる。

第７条（編集委員の任務）

  編集委員は，投稿原稿を閲読するとともに，複数の

専門家に原稿の校閲・審査を依頼する。校閲結果に

基づき，原稿の採否を検討し，その結果を著者およ

び委員長に報告する。

第８条（会議の開催）

  編集委員長は，年１回以上対面による編集委員会を

開催し，編集方針や活動に関する事項を編集幹事・

編集委員と協議し，その結果を評議員会および総会

に報告しなければならない。

 2 ２回以上の会議の開催については，通信手段による

会議で代用できる。

第９条（和文誌の構成）

  「陸水学雑誌」は，投稿による報文，雑報，学会の

連絡記事，その他で構成される。

第 10条（報文）

  報文は，陸水およびそれと密接な関連分野の原著，

総説，短報，資料，討論とする。それぞれの詳細は，

次の各号のとおりとする。

  一 原著：独創的研究の論文で，価値ある結論ある

いは事実を含む未発表のものとする。

  二 総説：全体として一つのまとまった主張が展開

されている未発表のものとする。

  三 短報：新しい事実や価値ある内容を含むもの，

あるいは速報的内容として価値のあるデータを

含む，未発表の比較的短い論文とする。

  四 資料：陸水学的に価値ある観測・観察・実験結

果などで未発表のものとする。

  五 討論：「陸水学雑誌」に掲載された原著，総説，

短報，討論などを対象とした討論で，対象論

文の主要部分に直接関係した事項のみで構成さ

れ，具体的かつ建設的なものとする。対象論文

の発表後６ヶ月以内に投稿されたものに限る。

第 11条（雑報）

  雑報とは，陸水学に関するニュース，意見，書評，
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シンポジウムの要旨などをいう。

第 12条（特集および特別号）

  特定のテーマによる「特集」を組むときは，特集を

構成する投稿の種別は，原則として前条に従う。特

別号を作成するときも，構成する投稿の種別は，原

則として前条に従う。ただし，シンポジウムや会議

のプロシーディングを作成するときはこの限りでは

ない。

第 13条（言語）

  投稿原稿で使用する言語は，日本語とし，英文タイ

トル，英文アブストラクトをつける。また，図表中

の言語は英文とし，説明は日本語と英語の併記とす

る。

 2 特別号の使用言語も原則として日本語とするが，ひ

とつの研究プロジェクトの成果集で，メンバーに日

本語で原稿を作成できないものが含まれる場合には

前項の限りではない。

第 14条（投稿）

  投稿資格には，制限を設けない。投稿にあたって，

著者は別に定める投稿規定および執筆要領に従わな

ければならない。 

第 15条（受付）

  投稿された原稿の受付の可否の判断は，編集委員長

が行う。受付可と判断された場合には，編集委員長

は，所定の書式により著者にその旨を通知する。

第 16条（校閲）

  原著，総説，短報，資料については，編集委員長が

担当編集委員を指名し，校閲作業を進める。

 2 原稿の校閲は，複数の専門家に依頼する。校閲の結

果，内容に問題があると判断された場合には，担当

編集委員がその旨を著者に通知し，原稿の修正を求

める。

第 17条（受理または却下）

  校閲の結果，「陸水学雑誌」への掲載が適当である

と判断された場合，担当編集委員は，編集委員長に

その旨を報告し，受理を勧告する。編集委員長は，

この勧告が適当と判断された場合，受理の手続きを

行い，著者に通知する。

 2 校閲の結果，投稿された原稿の「陸水学雑誌」への

掲載が不適当であると判断された場合，担当編集委

員は，編集委員長にその旨を報告し，却下を勧告す

る。編集委員長は，この勧告が妥当と判断された場

合，却下の手続きを行い，著者に通知する。

第 18条（討論および雑報）

  報文のうち，討論については，編集委員会で掲載の

可否を判断するが，必要に応じて外部の専門家に意

見を聞くことができる。なお，討論の際の著者と相

手のやり取りは，必ず編集委員会が仲介して行う。

 2 雑報の掲載判断は，原則として編集委員長が行う。

ただし，必要に応じて編集委員または外部の専門家

の意見を聞くことができる。

第 19条（会誌への掲載）

  受理された報文は，専門機関による英文校閲を受け

る。この費用は，学会の負担とする。

 2 編集委員長は，英文校閲結果を著者に送付し，清書

原稿の作成を依頼する。

 3 著者は，清書原稿を作成し，編集幹事に送付する。

編集幹事は，これを印刷会社に送付し，複数回の校

正を経て印刷・発行する。

 4 雑誌の発送作業は，委託業者が行う。

第 20条（権利関係）

  「陸水学雑誌」に投稿・掲載された報文の著作権は

学会に帰属する。

 2 陸水学会は，著作権行使のひとつとして発刊から１

年後に電子媒体による全文公開を行う。

 3 編集委員会は，投稿規程や執筆要領のいずれかの中

で，著作権の帰属ならびに電子公開が行われること

をあらかじめ著者に明示しなければならない。

 4 著者は，投稿した時点で第１項に示された著作権の

帰属について承諾したものとみなされる。

 5 「陸水学雑誌」に掲載された報文の一部の転載を外

部から依頼された場合，その可否の判断ならびに許

可は，学会の審議による。

第 21条（経費の負担）

  報文の長さが投稿規定に定めた量を越えた場合，著

者は１ページにつき１万円の超過費用を負担しなけ

ればならない。ただし，本会が寄稿を依頼した原稿

はこの限りでない。

 2 カラー図表（写真を含む）を掲載するときは，著者

がその実費を負担する。

 3 別刷りの代金は，すべて著者の負担とする。別刷り

代金の徴収は，会計幹事が行う。

第 22条（その他）

  編集委員会は，投稿原稿作成の詳細について，投稿

規程および執筆要領を作成し，和文誌の中で読者に

提示しなければならない。

付  則
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  本細則は，2009年 9月 16日から施行する。

〈英文誌編集委員会細則〉

第１条（趣旨）

  本細則は，日本陸水学会会則（以下「会則」という）

第３条および第２１条に基づき，英文誌の編集に関

して必要な事項を定める。

第２条（Limnology）

  日本陸水学会の英文誌は，「Limnology」と称し，広

く陸水学に関して投稿された報文を掲載する。

 2 「Limnology」の発行回数は年３回とする。

 3 前項に定めるもののほか，必要に応じて特別号を発

行することができる。

第３条（編集委員会）

  英文誌編集のために編集委員長，編集幹事，編集委

員からなる英文誌編集委員会をおく。

 2 編集委員長の指名により，副委員長と若干の編集顧

問をおくことができる。

第４条（委員の任命）

  編集委員長および編集幹事の任命と任期について

は，会則第 14条および第 15条に定めるところによ

る。

 2 編集委員の任命と任期については，会則第２０条の

定めるところによる。

 3 編集委員長は，以下の場合に臨時の編集委員を任命

することができる。臨時編集委員の任命については，

前項によらないものとする。 

  一 編集委員では，投稿原稿の分野に対応する専門

性が保証できないと判断されるとき。 

  二 別冊特別号および特集の編集等において特定分

野の論文が集中し，編集委員だけでは作業が円

滑に行えないと判断されたとき。

第５条（編集委員長の任務）

  編集委員長は，次の業務を行う。 

  一 編集委員会の招集。

  二 評議員会および総会での編集活動報告。

  三 投稿原稿の受付に関する手続き。

  四 投稿原稿を校閲するための担当編集委員の指

名。

  五 投稿原稿の校閲状況に関する進行管理。

  六 担当編集委員からの校閲結果に基づく掲載可否

の最終判断。

  七 特集など企画の実施についての判断。

  八 英文誌掲載記事の転載に関する許諾。

  九 その他編集に関する事項。

第６条（編集幹事の任務）

  編集幹事は，学会との連絡および編集業務を担当す

る。

 2 編集業務には，関連する版権処理の作業を含む。た

だし，業務量過多により達成が困難な場合には，編

集委員の一人が当該業務を代行できる。

第７条（編集委員の任務）

  編集委員は，投稿原稿を閲読するとともに，複数の

専門家に原稿の校閲・審査を依頼する。校閲結果に

基づき，原稿の採否を検討し，その結果を著者およ

び委員長に報告する。

第８条（会議の開催）

  編集委員長は，年１回以上対面による編集委員会を

開催し，編集方針や活動に関する事項を編集幹事・

編集委員と協議し，その結果を評議員会および総会

に報告しなければならない。

 2 年２回以上の会議の開催については，通信手段によ

る会議で代用できる。

第９条（英文誌の構成） 

  「Limnology」は，投稿による報文で構成される。

第 10条（報文）

  報文は，陸水およびそれと密接な関連分野の原著論

文，短報，総説，アジア／オセアニア・レポート，

討論などとする。それぞれの詳細は，英文誌編集委

員会で決めるものとする。

第 11条（特集および特別号）

  特定のテーマによる「特集」を組むときは，特集を

構成する報文の種別は，原則として前条に従う。特

別号を作成するときも，構成する報文の種別は，原

則として前条に従う。ただし，シンポジウムや会議

のプロシーディングを作成するときはこの限りでは

ない。

第 12条（言語）

  報文の言語は，英語とする。

第 13条（投稿）

  投稿資格には，制限を設けない。投稿にあたって，

著者は別に定める投稿規定および執筆要領に従わな

ければならない。

第 14条（受付）

  投稿された原稿の受付の可否の判断は，編集委員長
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が行う。

第 15条（校閲） 

  投稿原稿については，編集委員長が担当編集委員を

指名し，校閲作業を進める。

 2 原稿の校閲は，複数の専門家に依頼する。校閲の結

果，内容に問題があると判断された場合には，担当

編集委員が編集委員長にその旨を報告する。編集委

員長は，校閲結果が妥当と判断された場合には，そ

の内容を著者に通知し，原稿の修正を求める。

第 16条（受理または却下）

  校閲の結果，「Limnology」への掲載が適当であると

判断された場合，担当編集委員は，編集委員長にそ

の旨を報告し，受理を勧告する。編集委員長は，こ

の勧告が適当と判断された場合，受理の手続きを行

い，著者に通知する。

 2 校閲の結果，投稿された原稿の「Limnology」への

掲載が不適当であると判断された場合，担当編集委

員は，編集委員長にその旨を報告し，却下を勧告す

る。編集委員長は，この勧告が妥当と判断された場

合に却下の手続きを行い，著者に通知する。

第 17条（討論）

  報文のうち，討論については，編集委員会で掲載の

可否を判断するが，必要に応じて外部の専門家に意

見を聞くことができる。なお，討論の際の著者と相

手のやり取りは，必ず編集委員会が仲介して行う。

第 18条（会誌への掲載） 

  受理された原稿は，出版社による英文校閲を受ける。

 2 出版社は，著者との校正（一回とする）を経て，受

理原稿を印刷・発行する。

 3 雑誌の発送作業は，委託業者が行う。

第 19条（権利関係） 

  「Limnology」に投稿・掲載された報文の著作権は原

則として学会に帰属する。

 2 「Limnology」に掲載された報文の一部の転載を外部

から依頼された場合，その可否の判断ならびに許可

は，学会の判断による。

第 20条（経費の負担）

  報文の長さが投稿規定に定めた量を越えた場合，著

者は投稿規定に定める超過費用を学会に支払う。た

だし，本会が寄稿を依頼した原稿はこの限りでない。

 2 カラー図表（写真を含む）を掲載するときは，著者

がその実費を出版社に支払う。

 3 別刷りの代金は，すべて著者の負担とする。別刷り

代金の徴収は，出版社が行う。

第 21条（その他）

  編集委員会は，投稿原稿作成の詳細について，投稿

規程および執筆要領を作成し，英文誌または出版社

による「Limnology」のホームページで読者に提示

しなければならない。

付 則 

  本細則は，2011年 9月 24日から施行する。

〈日本陸水学会論文賞選考内規〉

第１条（目的）

  本賞は，本会が発行する和文誌「陸水学雑誌」およ

び英文誌「Limnology」の最新２年間に発表された

優秀な論文に対し，論文賞を授与してその業績を表

彰することにより，陸水研究を奨励し，陸水学の活

性化を図ることを目的とする。

第２条（名称）

  本賞は，日本陸水学会論文賞（以下論文賞）と称する。

第３条（受賞候補者の選考）

  論文賞の受賞候補者は，「陸水学雑誌」および

「Limnology」に掲載された新しい知見を示しかつ優

れた論文の，著者全員とする。

 2 論文賞の受賞者を選考するために，論文賞選考委員

会（以下選考委員会という）を設ける。

 3 選考委員会は６名の委員で構成する。選考委員は本

会会員の中から選出し，会長が委嘱する。選考委員

会委員長は選考委員の互選により当該年ごとに定め

る。選考委員の任期は２年とし，再任を妨げない。

 4 選考委員会は，複数の受賞選考対象論文の中から受

賞候補論文を原則２編選考する。

 5 選考委員会は受賞候補論文を学会長に答申する。学

会長はこれを評議員会に諮り，受賞論文を決定する。

 6 学会長は，受賞論文の決定後，すみやかに受賞論文

の著者にこの旨を通知する。

第４条（選考対象論文）

  論文賞の選考対象となる論文は，受賞当該年度の前

年度と前々年度の「陸水学雑誌」および「Limnology」

掲載論文とする。

 2 受賞論文の筆頭著者あるいは責任著者は本学会会員

であることとし，再受賞は可とする。

第５条（授賞）
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  論文賞の授賞式は本学会大会において行い，受賞者

には賞状と記念品を贈呈する。

 2 受賞者は授賞式において，受賞の対象となった研究

業績の概要について講演する。

付 則

１ 選考委員が受賞候補者となった場合には，選考委員

会委員からはずれるものとする。この場合には，不

足する選考委員を会長が評議員の中から選任する。

ただし，任期は当該年のみとする。

２ 当内規は，2012年 9月 17日より実施する。

〈日本陸水学会吉村賞選考内規〉

第１条（目的）

  本賞は，本学会会員の中で顕著な研究業績を上げて

いる若手研究者に対して，その業績を表彰すること

により，若手研究者の研究活動を促進することを目

的とする。

第２条（名称）

  本賞は，吉村信吉氏の業績を記念し，日本陸水学会

吉村賞（以下吉村賞という）と称する。

第３条（受賞候補者の選考）

  吉村賞の受賞候補者は，陸水学の優れた業績を挙

げた本学会会員で最終学歴後 10年以内の者とする。

応募は，自薦・他薦を問わない。なお，再受賞は無い。

 2 受賞希望者は，氏名，所属，生年月日，応募研究題

目，研究履歴，研究業績リストを記入した応募書類

と共に本人の代表的研究論文５編以内を添え，日本

陸水学会吉村賞選考委員会委員長宛に提出する。

 3 吉村賞の受賞者を選考するために，吉村賞選考委員

会（以下選考委員会という）を設ける。

 4 選考委員会は６名の委員で構成する。選考委員は本

会会員の中から選出し，会長が委嘱する。選考委員

会委員長は選考委員の互選により当該年ごとに定め

る。選考委員の任期は２年とし，再任を妨げない。

 5 選考委員会は，原則１名の受賞候補者を選ぶ。なお，

受賞候補者が無い場合も，その旨を会長に報告する。

選考に当たっては，論文業績のみならず，本学会に

おける活動実績も考慮する。

 6 選考委員会は，受賞候補者を学会長に答申する。学

会長はこれを評議員会に諮り，受賞者を決定する。

 7 学会長は，受賞者の決定後，この旨をすみやかに受

賞者に通知する。

第４条（授賞）

  吉村賞の授賞式は本学会大会において行い，受賞者

には賞状と記念品を贈呈する。

 2 受賞者は授賞式において，受賞の対象となった研究

業績の概要について講演し，その内容も含めた総説

を本学会の学会誌に投稿する。

付 則

１ 選考委員が受賞候補者となった場合には，選考委員

会委員からはずれるものとする。この場合には，不

足する選考委員を会長が評議員の中から選任する。

ただし，任期は当該年のみとする。

２ 当内規は，2012年 9月 17日より実施する。

〈日本陸水学会ポスター賞選考内規〉

第１条（目的）

  ポスター賞は日本陸水学会大会におけるポスター発

表の質の向上，ならびに若手研究者会員の学会参加・

発表に対する意欲向上を目的とする。

第２条（名称）

  日本陸水学会ポスター賞は，最優秀ポスター賞およ

び優秀ポスター賞（以下「ポスター賞」という）と

する。

第３条（実施）

  ポスター賞は大会でポスターセッションが行われる

時に選考される。

第４条（受賞候補者の選考）

  ポスター賞は，日本陸水学会大会における若手研究

者会員によるポスター発表のうち，ポスター発表審

査対象になることを希望した発表者を審査の対象と

する。

 2 前項の若手研究者会員とは，大会開始２週間前の時

点で学生会員であるかもしくは最終学歴後５年以内

の会員とする。

 3 ポスター賞の運営のため，ポスター賞選考委員会を

設ける。運営の細部は選考委員会申し合わせによる。

 4 ポスター賞選考委員会委員長は大会委員長が兼任す

る。

 5 ポスター賞選考委員会委員長は，ポスター賞選考の
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ための審査委員を若干名推薦する。

 6 審査委員は評議会に諮ったうえで会長が委嘱する。

 7 ポスター賞選考委員会委員長は最優秀ポスター賞１

名，優秀ポスター賞若干名を選考し，会長に答申す

る。

第５条（授賞）

  ポスター賞の授賞式はポスター発表が行われた大会

期間中に行う。

 2 受賞ポスターには受賞ラベルを貼付し，発表者を総

会および懇親会に招聘する。懇親会費用は学会事務

局が負担する。

付 則

１ 審査対象となるポスター発表の共同研究者ならびに

関係者は当該ポスターの審査委員に就任できない。

２ 当内規は第 75回弘前大会から運用される。

３ 当内規は 2009年 10月 1日より実施する。

〈日本陸水学会国際交流奨励賞選考内規〉

第１条（目的）

  国際交流奨励賞は若手会員による日本陸水学会と国

外の陸水学関係学会との交流の推進を目的とする。

第２条（名称）

  本賞は，日本陸水学会国際交流奨励賞（以下「国際

交流奨励賞」という）とする。

第３条（受賞候補者の選考）

  国際交流奨励賞は，日韓陸水学会の交流事業「若手

研究者の派遣」などの国際交流に意欲のある会員を

審査の対象とする。

 2 国際交流奨励賞の運営のため，国際交流奨励賞選考

委員会 (以下選考委員会 )を設ける。

 3 選考委員会は，和文誌編集委員長，英文誌編集委員

長，国際幹事，会長で構成され , 会長が委嘱する。

 4 選考委員会委員長は，会長が委員長となる。

 5 選考委員会は，受賞候補者 2名を選考し，評議会に

答申する。

第４条（表彰）

  国際交流奨励賞は，次年度の大会で表彰される。

付 則

  当内規は 2008年 5月 1日より実施する。

〈日本陸水学会会計監査内規〉

第１条（目的）

  この内規は，日本陸水学会会則（以下「会則」とい

う）第 25条の規定に基づく，日本陸水学会の会計

監査（以下「監査」という）の実施について必要な

事項を定め，もって会計経理の適正化を図ることを

目的とする。

第２条（監査）

  監査の実施は会則第９条の規程に基づいて，会計監

査に選出された会員（以下「監査委員」という）が

行う。

第３条（監査事項）

  監査は，次に掲げる事項について実施するものとす

る。

  一 予算決算に関する事項

  二 収入支出に関する事項

  三 物品に関する事項

  四 旅費に関する事項

  五 帳簿及び証拠書類に関する事項

  六 その他会長が必要と認める事項

第４条（監査の時期）

  監査は，年度終了後速やかに実施するものとする。

ただし，会長が必要と認めるときは，その都度実施

することができる。

第５条（監査の実施）

  監査委員は，監査の実施日・実施場所などを定め，

会計幹事を出席させて監査を実施しなければならな

い。なお，会長または監査委員が必要と認めるとき

は，他の者を出席させることができる。

第６条（監査の立会等）

  会計幹事は，帳簿，証拠書類その他必要な書類等を

整備し，監査に立ち会わなければならない。

第７条（監査の報告）

  監査委員は，監査の終了後，速やかに監査結果の報

告書を作成し，会長に提出しなければならない。

第８条（是正改善の措置）

  会長は，監査の結果，会計経理に関し是正改善の措

置の必要があると認めたときは，ただちにその措置

をとり，または幹事長に対しその措置をとることを

求めなければならない。

第９条（その他）

  この内規に定めるもののほか，監査に関し必要な事
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項は，別に定める。

付 則

  この内規は，2007年 9月 12日から施行する。

〈環境幹事の役割（申し合わせ）〉

 本会が環境問題にどの様に対処するかは重要な課題で

ある。陸水に関する生態系保全や水源確保その他様々な

環境問題は，今後増えることはあっても無くなることは

ない。本会は，陸水学の進歩，普及を図るのみならず，

陸水学の応用を図ることも目的に掲げており（会則第１

章第２条），本会の大会や会誌を通じて会員から独自に

発信される講演や論文の中には，環境問題への対処に応

用されることを意図した内容のものも増加しつつある。

 環境幹事の役割は，案件（その難易度で下記ＡＢＣの

ランクに分類）の受け付け窓口機能を発揮することであ

る。

Ａ：単純な事実確認（既存文献等の紹介で回答可能）。

Ｂ：専門知識の問い合わせ（影響評価や将来予測などに

関する通説や一般見解の紹介で回答可能）。

Ｃ：社会問題化しているが通説や一般見解が流布してい

ない事項等に対する公式コメントの要求。

 なお環境幹事は，窓口に寄せられた案件全てに逐一回

答する義務を負うものではなく，むしろＣランク案件へ

の対処について指令塔的な役割を演じることが，その真

の役割である。

１．目的

 (1) 陸水学の立場より助言，回答が必要な問い合わせ

には環境幹事が対応する（下記２項参照）。

 (2) 陸水学に関連する本会の公式コメントは，発議に

応じて作成される（下記３項参照）。

 (3) 本会が HPを通じた環境問題に関する広報や啓発

活動などを展開する場合，環境幹事はこれに協力

する。

２．窓口の開設

 (1) 環境幹事は，ＨＰに（あるいは面会・電話・伝言

等を通じて）寄せられる環境問題に関する案件の

窓口となる。

 (2) 寄せられた案件のランクは，環境幹事の判断で決

定する。

３．発議の認定

 (1) 環境幹事がＣランクと判断したもの（「仮発議」

という）は，直ちに幹事会に連絡される。

 (2) 最大１ヶ月待ち，幹事会からの異議がなければ仮

発議は正式発議として認定される（ＨＰにはまだ

掲載しない）。

 (3) 匿名での問い合わせや，例えば政策の適否を問う

など，「踏み絵を迫る」式の問い合わせには対応

しない。

 (4) 発議者（本会会員）は，当該問題の背景等を記し

た情報，それが無い場合は情報源情報を添付せね

ばならない。

 (5) 環境幹事は，正式発議の学会ＨＰへの掲載前，発

議者および幹事会構成員に対して掲載内容の確認

と了承を得る。

４．検討委員会

 (1) 環境幹事は，正式発議をＨＰに掲載するとともに，

直ちに検討委員会を設置する（個別発議に応じ，

そのつど設置）。

 (2) 検討委員会は，発議者，評議員（発議者の所属地

域選出），本会会員（当該問題に詳しい者）の最

小３名で構成する。

 (3) 環境幹事は，検討委員会の構成員を確定させ，本

会会長の承認を受けた後，委員委嘱を行う。

 (4) 環境幹事は，検討委員会に対してオブザーバーと

して関与し，専門分野によっては委員を兼ねるこ

ともできる。

 (5) 検討委員会に特別な予算は付かず，調査や分析な

どの実務は行なわないが，文献調査に関しては自

由裁量とする。

 (6) 検討委員会の委員長は，構成メンバーのうち，基

本的には評議員に依頼するものとする。

 (7) 委員長は，メールなどを活用して速やかに（３ヶ

月以内），公式コメントの原案を作成し，環境幹

事へ提出する。

 (8) 次項で定める公式コメントのＨＰ掲載をもって，

検討委員会は解散する。

５．公式コメントの公開

 (1) 環境幹事は，検討委員会委員長から提出された原

案について，本会会員２名に対して審査を依頼す

る。

 (2) 審査結果は環境幹事が取りまとめて幹事会に報告

し，全員の承認をもって公式コメントとして採用

される。

 (3) 公式コメントの責務は，本会会長が負う。
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 (4) 幹事会で承認不可能な問題については，評議員会

または総会（年１回）で承認（あるいは却下）を

決議する。

 (5) 公式コメントは，陸水学会ＨＰへの掲載を基本と

し，必要に応じて陸水学雑誌にも掲載する（２ペー

ジ以内）。

 (6) 発議者は公式コメントの公開後のアフターケアと

して，当該問題の推移ないしは終了後の状況につ

いて，陸水学会ＨＰ，大会でのポスター掲示，必

要に応じて陸水学雑誌への掲載等により報告す

る。

〈日本陸水学会 個人情報保護に関する基本方針〉

第１条（趣旨）

  本方針は，日本陸水学会が学会運営に際して取り扱

う，会員の個人情報の保護に関する方針を定める。

 2 本会は「個人情報の保護に関する法律」を遵守する

よう努力を払うとともに，必要に応じて本方針の見

直しを実施する。

第２条（定義）

  本方針でいう会員の個人情報とは，学会が保有する

会員の情報や，学会大会の開催に伴って一時的に作

成される参加者の情報であって，個人を特定するこ

とができる情報を指す。支部会が保有し管理する個

人情報についても本方針を適用する。

第３条（利用の目的の明示）

  入会時に学会に登録される会員個人の情報は次の利

用を目的とする。

  一 会費の納付状況の管理。

  二 学会誌の送付。

  三 大会の案内やその他の学会活動に関する案内の

送付。

  四 選挙の通知，委員の相互連絡など学会の運営に

関わる事項の連絡。

  五 会員の同意を得た情報にもとづく会員名簿の作

成ならびに送付。

  六 その他学会の運営において会長が必要と認めた

利用。

第４条（利用の目的の明示）

  学会大会時に収集・登録される参加者の情報は次の

利用を目的とする。

  一 大会参加者数ならびに参加費の納付状況の管

理。

  二 大会のプログラムの作成ならびに送付。

  三 大会の要旨集の作成ならびに送付。

  四 その他大会の運営に関すること。

第５条（目的外利用の制限）

  第２条で定義された学会が保有する個人情報は，第

３条ならびに第４条で定義された目的のほかに使用

してはならない。

第６条（管理）

  学会会員の登録情報については，幹事長を総括保護

管理者とし，幹事会が管理する。また学会の各事業

における個人情報の利用においては当該事業の責任

者（幹事ならびに委員長）が保護管理者となって適

切な運用をはかる。

 2 学会大会における個人情報の総括保護管理者は大会

実行委員長とする。

 3 支部会における個人情報の総括保護管理者は支部会

長とする。

第７条（管理）

  総括保護管理者，保護管理者，ならびに個人情報を

取り扱う業務を行う者は次の原則に従わなければな

らない。七～九号の本人の求めは，郵便やＦＡＸあ

るいは電子メールなど記録に残る申し出にもとづき

行う。

  一 利用目的の達成に必要な範囲を超えて取り扱っ

てはならない。

  二 正確かつ最新の内容に保つよう努めなければな

らない。

  三 安全管理のために必要な措置を講じなければな

らない。

  四 従業者・委託先に対する必要な監督を行わなけ

ればならない。

  五 本人の同意を得ずに第三者に提供してはならな

い。

  六 利用目的等を本人の知り得る状態に置かなけれ

ばならない。

  七 本人の求めに応じて保有個人データを開示しな

ければならない。

  八 本人の求めに応じて訂正・削除等を行わなけれ

ばならない，ただし学会運営上最低限必要な情

報は削除しない。

  九 本人の求めに応じて利用停止等を行わなければ

ならない。
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  十 苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければなら

ない。

第８条（第三者への提供禁止の例外）

  次の場合は本人の同意なしに個人情報を第三者に提

供することができる。

  一 法令に基づく場合。

  二 人の生命，身体または財産の保護のために必要

がある場合で，本人の同意を得ることが困難な

とき。

  三 国の機関もしくは地方公共団体またはその委託

を受けた者が法令の定める事務を遂行すること

に対して協力する必要がある場合で，本人の同

意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及

ぼす恐れがあるとき。

第９条（アクセスの制限）

  個人情報の保護管理者は，保有個人情報にアクセス

する権限を有する者を，その利用目的を達成するた

めに必要最小限の人員に限るものとする。

 2 アクセス権限を有しない者は，保有個人情報にアク

セスしてはならない。

 3 アクセス権限を有する場合であっても，業務上の目

的以外の目的で保有個人情報にアクセスしてはなら

ない。

第 10条（複製の制限）

  個人情報を扱うものは，業務上の目的であっても，

次に掲げる行為については，保護管理者の指示に従

わなければならない。

  一 保有個人情報の複製。

  二 保有個人情報の送信。

  三 保有個人情報が記録されている媒体の外部への

送付又は持出し。

  四 その他保有個人情報の適切な管理に支障を及ぼ

すおそれのある行為。

第 11条（利用目的を終了した情報の消去）

  会員の登録情報は，本人が退会した場合には適切

な方法でできる限り速やかに消去しなければならな

い。

第 12条（利用目的を終了した情報の消去）

  学会大会，研究集会やシンポジウムの参加者に関す

る情報は，開催・運営が終了した時点で適切な方法

により消去されなければならない。

第 13条（業務の委託等）

  保有個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託する

場合には，個人情報を適切に取り扱っていると認め

られる委託先を選定する。また，契約書に，次に掲

げる事項を明記するとともに，委託先における責任

者等の管理体制，個人情報の管理の状況についての

検査に関する事項等の必要な事項について書面で確

認する。

  一 個人情報に関する秘密保持等の義務。

  二 再委託の制限又は条件に関する事項。

  三 個人情報の複製等の制限に関する事項。

  四 個人情報の漏えい等の事案の発生時における対

応に関する事項。

  五 委託終了時における個人情報の消去及び媒体の

返却に関する事項。

  六 違反した場合における契約解除の措置その他必

要な事項を適切に取り扱っていると認められる

委託先を選定する。

付 則

  この方針は，2007年 9月 12日より施行する。


